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１．企業概要

　(株)ウェブジャパンシステムズは、岡山市内のＩＴベンチャー企業である。商圏や消費者の生活圏を意識した地域密着型のマーケティング支援サイトである「ウェブワンチャンネル」(http://www.web1ch.com/)と共同購入をネット上に実現した「ショップワンチャンネル」(http://www.shop1ch.com/)を運営している。

２．ＩＴサービス事業化の背景

　流通業界、とりわけ地方の中心市街地における商業環境の悪化が著しい。量販店の進出や全国規模の低価格通販など、中小小売商業を取り巻く状況は、一層厳しさを増している。同社の「ウェブワンチャンネル」、「ショップワンチャンネル」の両サイトは、これからの本格的なネット社会で、商店街や地域の個人専門店が、低価格販売を武器とする量販店などと対抗しつつ共存し、存続するためのマーケティング支援を意図している。

３．ＩＴサービス事業
（ウェブワンチャンネル）の特徴
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同社のＩＴサービスは、地域密着型の商圏を核としてネットによるＰＲマーケティングを展開する「ウェブワンチャンネル」、及び消費者向けに共同購入をネット上に実現する「ショップワンチャンネル」という２つの柱により構成される。

ウェブワンチャンネルのビジネスモデルは、凋落著しい商店街や個人専門店に戦略的な販促ツールとしてのＰＲマーケティングを提供することを目的としている。ショップワンチャンネルのビジネスモデルは、販売限定数を設定した完全予約販売による共同購入システムをネット上に実現することにより、消費者と個人商店間の効率的な商取引を支援することを目的としている。特徴は、これら２つのサイトを融合し、また、ビジネスモデル特許の出願を伴う各種の手法を駆使して、独自のビジネスモデルを構築している点にある。

３－１　「ウェブワンチャンネル」　　商圏を核としたネット上のPRマーケティング手法

（＊ビジネスモデル特許出願済）

(1) 商圏に関する前提事項

・商圏は、業種・業態により、また、同業種であっても売り場面積など店舗の魅力度により、その商圏の大きさは異なる。

・従来、ネット販売では、買回品などの宅配による配送を中心に考えていたため、商圏を意識せず、全国すべての電子店舗が、一律に消費者に示されていた。

(2) ウェブワンチャンネルのビジネスモデルの特徴

　当ビジネスモデルでは、店舗と消費者の住所や勤務場所などの情報に基づく商圏モデルにより、消費者は居住地域や勤務地から見た比較的狭い生活圏内の関心のある情報のみを容易に見ることが出来るよう考案されている。
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（図表３－１　商圏モデルの概念図）

　当ビジネスモデルの特徴は多くの点で、従来のネット販売の発想と正反対となっている。

・「インターネットは買回品向きであり、近隣型の最寄品やサービスは、インターネットのメディア特性と合わない」と言われてきた。これは、消費者のインターネットメディアへの習熟度、身近さなどの距離感からくる消費者購買行動の側面からの説明である。同社では消費者の購買行動パターンに影響を与えることにより、最寄品やサービスを含めたすべての業態を対象とする。このために、金券という近隣の生活圏に向いたリアルな手段を援用するメディアミックス手法、各店舗の本日の目玉商品やサービス等を日替わり広告（ホームページ）で示すＰＲ手法などにより実現している。

・参加全店舗がこれを行うことにより消費者にとって集積のメリットが生まれる。たとえば、毎日、買い物に出かける前に生活圏内のバーゲン情報をまとめてチェックするというように、消費者の購買行動パターンに影響を与えることまでをも目指している。

・インターネットメディアの特性から、「商圏（場所の制約）が無い」と言われるが、 “実店舗のサービスやコミュニティ機能を発揮する場”としての“商圏”を意識したビジネスモデルを目指している。

・インターネットを活用した物販は、通販を前提としているため、配送コスト負担が割高となる「低価格品は向かない」と考えられているが、当ビジネスモデルは、実店舗により商圏内での販売とサービスの提供を行うので、配送コストが負担とならないため低価格品も対象とすることが可能だ。

・多くのサイトでは、商行為のインターネットメディアによる自己完結が目指されているが、当サイトでは、実店舗や金券というリアルな手段とネットの融合化を目指している。たとえば、電子クーポンでなく、登録者には、金券が郵送で配布される。　


　このように、ハイテク重視から、ハイタッチ（感性）重視、地域重視など、人とメディアの融合を目指しているのが大きな特徴となっている。

(3) 顧客をホームページに吸引する各種手法

　顧客をサイトに吸引するためのアクセス数を向上させる工夫なども怠りない。当サイトでは、金券の事前配布とその金券を利用可能な店舗や条件などをホームページ上などで後から逐次、公表する手法や、あるいは、自分が関心をもっている情報・サービスを登録しておくと、自動的に、各種の特典や、お気に入りの一品、サービスなどを、自分だけに用意されたホームページで確認できる仕組み（Ｍｙページ：いわゆるパーソナライズド・ウェブの仕組み）など、顧客をホームページに誘因するための各種の手法を組み合せることにより、効果を生み出している。

図表３－２
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図表３－３
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 (4) 「ウェブワンチャンネル」のマーケティングサービス

　ウェブワンチャンネルでは、将来、以下のような商圏マーケティングサービスを提供可能となる。

・業態別、商圏別の売上、粗利益等のポテンシャルや出店可能店数等をウェブで公開する。業態別の参加店の基本利益モデル（図２添付）に基づくシミュレーション分析などから小売店支援が可能となる。


　当ビジネスモデルでは、地域・商圏毎に登録された消費者情報とインターネットメディアという前向きな販促手段（ツール）を合せ持っているため、単なる分析に終わらない。当システムでは、個別店舗の診断に基づいた効果的な広告宣伝を主体とした積極的なアフターフォローによる販促活動を実施できる。顧客情報やマーケットの実態値は、商圏分析モデルとして、将来のソフトメリット（情報の活用により初めて得られる効果）のベースともなる。将来、業態・商圏別のマーケティング情報はパソコンにダウンロードされ、参加予定店舗などに出向く営業担当者が、店舗特有の諸条件を現地で設定登録するＳＦＡ機能などにより、商業集積や店舗の診断に活用可能ともなる。

図表３－４


 (5) 「ウェブワンチャンネル」の効果

①日替わり広告の実現

　ウェブ（電子チラシ）は、そのコンテンツを毎日変えることができる。近隣型の実店舗にとり、従来、可能ならやりたかったができなかった毎日の日替わり広告が可能となり、有効な広告ツールとなる。店舗の実状を配慮して、ワープロ感覚でホームページのコンテンツを変更できるテンプレート機能により、簡便にホームページを登録できる。これにより、クリーニング店や惣菜店などでも毎日、異なる情報を発信可能となり、従来のチラシに比べ、顧客当りの広告効率は飛躍的に向上する。

②プル型メディアによる効果

　従来のチラシに比べ、サイト（ＵＲＬ）告知のチラシだけで済むため、プッシュ型の紙チラシのように紙資源の浪費とならない。また、配慮無しに送付されるプッシュ型のメディアと比べ控え目な点が消費者の好感を獲得する。


３－２　ショップワンチャンネル　　消費者向け共同購入方式（＊ビジネスモデル特許出願済、一部、特許取得済）

(1) 共同購入方式の仕組み

　購買希望数量があらかじめ定められた目標数に達すれば、低価格で商品を共同購入できる。まず、一定期間を区切り、分類別の商品について、期間中に１００品目程度の商品を掲載する。各商品ごとに、最低何人といった最低予約人数、限定数量、目標価格などを設定している。利用者が購入を希望する商品を予約し、受付期間内に、予約合計数が目標数に達すれば、かなりの割安価格での売買が成立し、確認の電子メールが送付される仕組みである。受付期間内に目標数に達しなかった場合は、予約は自動的にキャンセルされる。

　予約（者）数に応じて、段階的に、割安となる従来の方法では早期の予約者ほど高価格で購入するリスクが存在したが、同社では、この問題を解消する手法を特許（ビジネスモデル）申請し、本年、特許庁による設定登録がされ特許権を取得している。


(2) サプライチェーンモデルの実現形態

　当システムは、消費者からの予約の申込数が一定の目標数量に達して、確定した後に、小売業者が仕入を行うというようにマーケットからのプル型のサプライチェーンモデルを形成している。今後、当システムを消費者の共同購入から、小売業を初めとした流通業者の共同購入へ、さらに製造業者への製造依頼、製品企画提案へとマーケットを上流にむけて進めていくことが期待される。

(3) ショップワンチャンネルの利点

　販売限定数を設定した完全予約販売を前提としているため、販売側にとっては、余剰の在庫、逆に、欠品を招く心配がないことから、仕入から販売、利益にいたるまでを計画的にまかなうことができる。結果的に、販売者側は、低価格で提供でき、購入者は低価格での購入が可能となる。当方式は、販売者側、購入者側、双方のメリットを押さえ、消費者と個人商店がともに納得できる商取引を目指している。


３－３　消費者の登録情報に基づく自動的な商品推奨(＊ビジネスモデル特許出願済)
　消費者の各所の人体サイズを登録しておくと、その登録情報に基づき自動的に適合した、商品を推奨（レコメンデーション）する仕組みがある。各所の人体サイズ（身長、衿回り、肩巾、胸囲、…足長、足囲など）を事前に１回だけ登録しておくと、本人のオーダー時に、これらの情報に基づき、自動的に適切な商品を選定する機能をインターネットを活用して実現している。個人商店が得意とする消費者の囲い込みを支援する仕組みである。

４．事業（ビジネスモデル）の成果

　ウェブワンチャンネルのオープンにより、実証段階としての成果を上げている。これは同社が単に店舗と消費者間に通信サービスを提供するだけでなく電子商取引上の各種のビジネス手法を考案、活用することにより店舗と消費者の双方に利便性を提供して、第三者間の取引を活性化させていることが理由といえる。特に、店舗サイドの経済的な有効性と消費者サイドから見る利便性などの両面から当サイトがプラットフォームビジネスとしての基本機能を果たしていることが効果を上げている理由である。

５．ビジネスモデル評価と今後の方針

　当ビジネスモデルの目的は、商店街や個人商店に戦略的な販促ツールを提供することによりビジネスチャンスを提供することにある。一方で、当方式は、業態別・商圏別事前評価方式により、利益の期待値が一定水準以上の場合のみ出店を受付けるというように、無理な出店は受け付けないという仕組みももっており、将来は、粗利益の保証までは行わないまでも粗利益の事前予測や、マーケティング支援等のアフターフォロー実施も可能である。

「ウェブワンチャンネル」と「ショップワンチャンネル」は、それぞれの強化と相乗効果を目指す方針であり、今後、各地域に密着可能な代理店展開による発展が計画されている。また、地域特産品などの全国への情報発信を目的とした商圏間のクロスなど、発展形態が考慮されている。

当ビジネスモデルは、従来、サイトとして稀少だった地域密着型の最寄品やサービスを中心とした商業流通分野においてビジネスモデルの基本型を確立したものとして高く評価できる。
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消費者①





商店（A店）から見れば、消費者①が自店の商圏内の期待顧客


（ポテンシャル）


商店（B店）から見れば、消費者②が自店の商圏内の期待顧客


（ポテンシャル）


商店（C店）から見れば、消費者①と②が自店の商圏内の期待顧客


（ポテンシャル）


商店（D店）から見れば、消費者②が自店の商圏内の期待顧客


（ポテンシャル）


商店（E店）から見れば、消費者①が自店の商圏内の期待顧客


（ポテンシャル）


商店（F店）から見れば、消費者③が自店の商圏内の期待顧客


（ポテンシャル）


消費者①から見れば、A店、C店、E店が、が、生活圏内の店舗


消費者②から見れば、B店、C店、D店が、生活圏内の店舗


消費者③から見れば、F店が、生活圏内の店舗





生活圏


近隣


リアル





商品説明なし


商品確認なし





商品説明あり


商品確認あり








商圏


遠方


バーチャル
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図表３－５　システム利用例


		レストラン・製造小売業

		ランチなどに金券１枚、利用可能など

		近隣商圏を対象とするが、広告費用が低コストのため、キャンペーン回数を増加でき、新規顧客の来店に効果がある。



		グルメ

		お食事総額の20%分まで金券をご利用いただけますなど。

		宴会の場所探しで、割引が効くので、幹事さんの顔が立ち好評。



		自動車ディーラー

		納車時に、金券500円券１枚を２０倍（1万円分のデパート商品券とお引換）になど

		購入額が高額なので、納車時に、金券500円券１枚を２０倍にというサービス



		映画・その他

		当日の方のみ、お一人様、金券１枚利用可能など

		映画館などでも同様に、集客力の向上を期待できる。






